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合弁会社の設立に関するお知らせ 

 
 
当社は、2022 年５月 11 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ＭＪＥと合弁会社を

設立することについて決議しましたので、お知らせいたします。 
 
１．合弁会社設立の理由 

当社とＭＪＥ社は、昨年からＭＪＥ社の新事業「biz-us クラウド powered by Canbus.」で協
業を進めてまいりました。協業を進める中で、当社の「クラウドサービスの提供を通じて DX を
推進する戦略」とＭＪＥ社の「ワークプレイスにおける DX 戦略」が同じ方向性であり、そして
当社の開発力およびクラウドサービスの提供実績とＭＪＥ社の営業力がお互いの事業成長を加
速できると判断し、合弁会社を設立することといたしました。 
 
昨今の政府が推進する「働き方改革」により、労働時間の管理や副業の解禁など労働環境は変

わり始めています。そして新型コロナウイルス感染症の影響によりテレワークも浸透し「働き
方改革」はさらに加速しました。 
働く環境の変化に伴い、企業における労務など法律の改正に追従する頻度が多くなりかつ複

雑になることが予想されます。個人でも同様に多様性がますます重要視される今後において法
律を理解しておくことが必要と予想されます。 
 
このような状況から法律の専門家である士業の重要性はますます高まると予想しています。 
合弁会社では、士業の新規顧客開拓やマーケティングの一助を担い、法律の専門家と法律の

知識が必要となる企業と個人を結ぶ架け橋となり働き方の多様性を促進し日本社会に貢献しま
す。 
 
■ 社名の由来について 
『ミンガル』の社名は法律をもっと身近に簡単に扱えるように士業と企業や個人を結ぶ架け

橋となれるよう「みんなのリーガル」という想いを込めています。 
 
２．設立する合弁会社（株式会社ミンガル）の概要 

(1) 名 称 株式会社ミンガル(MINGAL Inc.) 

(2) 所 在 地 大阪府大阪市北区茶屋町 19 番 19 号 アプローズタワー 18 階 

(3) 代表者の役職・氏名 水田 潤 

(4) 事 業 内 容 士業に関するクラウドサービスの開発・販売・保守運用 

(5) 資 本 金 100 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 2022 年６月１日（予定） 

(7) 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31 日 

(8) 出 資 比 率 
株式会社システナ 60％ 
株式会社ＭＪＥ  40％ 

 

 



 

 

３．合弁の相手先の概要 

(1) 名 称 株式会社ＭＪＥ 

(2) 所 在 地 大阪府大阪市中央区久太郎町 4-1-3 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 大知 昌幸 

(4) 事 業 内 容 

情報セキュリティ機器・情報通信機器・OA 関連機器の販売及び

保守、シェアオフィス「billage」の運営、デザイン自動販売機

サービスの販売及び保守 

(5) 設 立 年 月 日 2006 年 12 月 

(6) 大株主及び持株比率 大知 昌幸  26.5％ 

(7) 上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当社クラウド事業において取引がありま

す。 

関連当事者への 

該 当 事 項 
該当事項はありません。 

 

４．日程 

(1) 取 締 役 会 決 議 日 2022 年５月 11 日 

(2) 契 約 締 結 日 2022 年５月 20 日（予定） 

(3) 合 弁 会 社 設 立 日 2022 年６月１日（予定） 

(4) 事 業 開 始 日 2022 年７月１日（予定） 

 

５．今後の見通し 
本件による 2023 年３月期の連結業績への影響は軽微と考えております。なお、当社は本件を

きっかけに中長期的に連結業績の向上を目指してまいります。 

 

以上 

 

（参考）当期連結業績予想（2022 年５月 11 日公表分）及び前期連結実績 

（単位：百万円） 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（2023 年３月期） 
71,450 10,280 10,280 7,000 

前期連結実績 

（2022 年３月期） 
65,272 9,106 8,578 5,992 

 


